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１．本研究の目的

　本研究の目的は，妻の性別役割分業意識が妻

の就業選択に与える影響について，日本とアメ

リカ，フランス，スウェーデンを比較し，検証

することである。

　日本の女性労働力率は，現在でも欧米諸国と

比べると低く，Ｍ字型である（図１）。特に，

既婚女性の労働力率は低いままであり，「第13
回出生動向基本調査」（夫婦調査）から，第１

子出産前後の女性の就業状態を見ると，就業継

続者は，1985～1989年出産者では25.0％，2000
～2004年出産者では25.2％であり，結婚・出産
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要　旨

日本の女性労働力率は，現在でも欧米諸国と比べると低く，特に，既婚女性

の労働力率は低い。その低さの一因として，欧米諸国と比べ，性別役割分業意

識が強いことがあげられると推測した。そこで，本研究では，妻の性別役割分

業意識が妻の就業選択に与える影響について，日本とアメリカ，フランス，ス

ウェーデンを比較し，検討する。分析には，内閣府が2005年に行った「少子化

社会に関する国際意識調査」の個票データを用いて，日本，アメリカ，フラン

ス，スウェーデンの有配偶（同棲を含む）の女性で，夫が自営業の専門職・自

由業，常勤の被雇用者であるサンプルを分析対象とした。性別役割分業意識の

変数を作成し，それを説明変数に入れて，（１）就業か無業かという就業選択と

（２）常勤，パートタイム等，無職の３つの中からの就業形態選択に影響がある

かどうかを推計した。

その結果，①四カ国とも三歳児神話に対する反対意見が常勤確率を高めてお

り，三歳児神話に反対している割合が高くなれば，常勤確率が高まるというこ

と　②フランス，スウェーデンでは，性別役割分業意識が弱ければ，末子の年

齢にかかわりなく，就業することができるようになっているが，日本では性別

役割分業意識が弱くても，小さい子どもがいることが就業選択の確率を低くし

ていること，そのため，日本においても，育児休業制度や短時間勤務制度を取

得しやすくすることが，小さい子どもがいることが就業の妨げにならないよう

にするために効果のある施策であること　③日本では，既婚女性が就業する，

常勤で働くということにアメリカ，フランス，スウェーデンよりも困難が伴う

ために，性別役割意識に反対する意識を強く持っていないと，常勤で働くとい

うことは難しいということ，そのためキャリア教育の必要性が高いこと，が明

らかになった。
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後も就業継続している割合は大きく変化してい

ない。政府は，2007年12月に発表した「仕事

と生活の調和推進のための行動指針」で女性の

25～44歳の就業率を64.9％から2017年には69～

72％にすることを目標にしている。この目標を

達成するにはどのような政策が必要なのだろう

か。

アメリカ，フランス，スウェーデンも，1950
年代から1970年代までは，女性労働力率はＭ字

型を描いていた。それが，女性の働く場の広が

り，女性自身の賃金率の上昇，仕事と育児の両

立をサポートする職場環境が整備され，仕事環

境の改善がなされたとともに，1960年代後半

から1970年代には女性解放運動の意識高揚に

よって，女性が高学歴化し，性別役割分業意識

が弱まり，就業意識が高まった。仕事環境の改

善とともに，意識の変容があったことによって

女性労働力率が高まったのだと思われる。そこ

で，本研究においては，現在でも，アメリカ，

フランス，スウェーデンにおいて，性別役割分

業意識が，妻の就業選択に影響を与えているの

かを明らかにする。そして，日本とそれらを比

較することで，日本が女性労働力率を高めてい

くためには，どのような政策が必要であるかの

示唆を得たいと考える。

２．先行研究

　日本の性別役割分業意識，結婚観，就業意識

など妻の意識が既婚女性の就業に与える影響を

明らかにした研究としては，前田（1998），永

瀬（1999），長町（2002），高橋（2007），水落

（2010），島根・田中（2011）などがある。前

田（1998）は，女性の就業に及ぼす同居してい

る親の有無と年齢の効果を分析する際に，コン

トロール変数として意識変数を入れている。そ

の結果，「就業継続志向」が高い場合，無職よ

りも正社員やパートを選択する確率を高めるこ

とを示した。永瀬（1999）は，仕事，訓練，育

児の時間配分は「生涯所得」と「子どもの発達」

との綱引きで決定されるというStafford（1987）
の動学的モデルを利用し，結婚観および就業意

識に影響を及ぼすと思われる自分の母親の就業

経歴を説明変数として入れて，既婚女性の就業

に与える影響を検討している。その結果，個人

主義的結婚観あるいは伝統的結婚観を持つ女性

は，正規就業継続確率が高く，母親が生涯専業

主婦の場合，継続就業の母親を持つ場合に比

べ，結婚・出産退職確率は高いことを示した。

長町（2002）は，「妻は家事や育児に専念する

のがよい」，「夫が主に収入を得てくるべきであ

る」といった性別役割分業意識や「就業継続志

向」といった就業意識を説明変数に入れて，就

業選択及び就業形態の選択に関する分析をして

図１ 日本，アメリカ，フランス，スウェーデンの年齢層別女性労働力率

　　　　　　　　　　　　　出所：OECD, Labour Force Statistics 2009 より筆者作成
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いる。その結果，「妻は家事や育児に専念する

のがよい」は就業確率を低め，「就業継続志向」

は就業確率を高めていることを明らかにした。

一方，「夫が主に収入を得てくるべきである」

は，いずれの就業形態においても有意ではな

かったことを示した。高橋（2007）は，「夫が

食事のしたくをする」，「夫が洗濯をする」，「男

の子に食事のしたくをさせる」，「妻の来客を夫

がもてなす」などといった具体的な７項目につ

いて抵抗を感じるか感じないかという変数を用

いて分析していることが特徴的である。「夫が

食事のしたくをする」，「夫が洗濯をする」，「男

の子に食事のしたくをさせる」，「妻の来客を夫

がもてなす」という変数に対して抵抗感が強い

と，正社員確率を下げるということを示した。

水落（2010）は，夫と妻両方の性別役割分業意

識を同時に説明変数に入れて分析している。そ

の結果，夫が「母親は育児に専念するものだ」

と考えていても，妻が反対であれば，正規就業

確率を高めていること，また，妻が「母親は育

児に専念するものだ」と考えていても，夫が反

対であれば，正規就業確率を高めているという

ことを明らかにしている。一方，非正規就業で

は，妻の意識が中心的に影響していることを示

した。島根・田中（2011）は，性別役割分業

意識を説明変数に入れるのではなく，性別役割

分業意識に影響を与えるであろう６歳時点での

母親の就業状況を説明変数に入れて分析してい

る。その結果，６歳時に母親が働いていた女性

はそうでない女性に比べて出産後も働くことを

望む傾向があること，子どものいる既婚女性の

分析では，本人よりも夫の母親が就業していた

ことが女性の出産後の労働供給に対して強い正

の効果を持つことを明らかにした。

以上のように，日本においては，性別役割分

業意識が既婚女性の就業選択に影響を与えてい

ることが明らかとなっているが，日本と他国と

の国際比較研究はみあたらない。

３．データ

　分析するデータは，内閣府が2005年に行っ

た「少子化社会に関する国際意識調査」の個票

データである。調査の詳細は以下の通りであ

る。

　本稿では，日本よりも労働力率が低い韓国に

ついては分析対象からはずした。分析対象は，

日本，アメリカ，フランス，スウェーデンの有

配偶（同棲を含む）の女性で，夫が自営業の専

門職・自由業，常勤の被雇用者であるサンプル

である。夫が農林漁業，自営業，パートタイ

マー等の常勤でない被雇用者，その他の仕事，

調査対象： 日本，韓国，アメリカ，フランス，スウェーデンの20歳から49歳までの男女

調査時期： 2005年10月～12月
調査方法： 各国とも1000サンプル回収を原則とし，調査員による個別面接調査

標本抽出方法と回収数： 日本　層化二段無作為抽出法　1,115　うち女性614
　　　　　　　　　　　アメリカ　割当法　　　　　　1,000　うち女性528
　　　　　　　　　　　フランス　割当法　　　　　　1,006　うち女性503
　　　　　　　　　　　スウェーデン　割当法　　　　1,019　うち女性524
　　　　　　　　　　　韓国　割当法　　　　　　　　1,004　うち女性493

無職の場合には，妻は，就業形態の選択を自由

に行うことができないと考えられるため，除外

した。また，変数の項目に一つでも無回答があ

る人はサンプルから除いた。このようにサンプ

ルを限定した結果，各国のサンプル数は，日本

343，アメリカ245，フランス231，スウェーデ

ン251となった。
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４．末子年齢層別仕事の状況の各国比較

妻の性別役割分業意識が妻の就業選択に与え

る影響についての推計を行う前に，分析対象の

データから，末子年齢層別仕事の状況をみてみ

よう。この調査では，仕事の状況が１．農林漁

業（家族従業者を含む），２．自営業（商工サー

ビス等，家族従業者含む），３．自営の専門職・

自由業（医師，弁護士，会計士，俳優，プロス

ポーツ選手），４．常勤の被雇用者，５．パー

トタイマー等の常勤でない被雇用者，６．その

他の仕事の６区分，仕事をしていない状況が，

７．失業中（求職中），８．学生，９．家事，

10．仕事はしていない，の４区分に分けられて

おり，詳細にみることができるので，非常に興

味深い。

日本（図２）は，０～２歳では，就業率が非

常に低く，28.2％である。出産前から出産後に

就業継続している女性はこの数字よりも低いの

で，出産をはさんで就業継続する女性は少数

派であることがわかる。３～５歳では，常勤は

20.5％と低いが，パートが38.6％と急に高まり，

就業率は59.1％となっている。６歳以降も，子

どもが大きくなるに連れ，就業率が高まってい

る。しかし，アメリカ，スウェーデンと比較す

ると，末子が12歳以上になっても，就業率は低

く，72.2％である。

アメリカ（図３）は，０～２歳では，就業率

は56.6％，うち常勤は26.4％であるが，３～５

歳では急に高まり，就業率72.5％，うち常勤は

45.0％である。日本と比べると，常勤として再

就職する女性の割合が高い。また，アメリカの

特徴は，自営の専門職・自由業の割合が高いこ

とである。

フランス（図４）は，０～２歳では，就業率

は53.4％である。３～５歳では，０～２歳と比

べると，その他の仕事の割合は低くなり，常勤

の割合が高いが，就業率はあまり変らず58.5％
である。失業者の割合が大きいため，労働力率

は，６～11歳よりもやや高く76.5％である。６

～11歳，12歳以上ではともに，就業率は約７割

で日本とほぼ同じである。

スウェーデン（図５）は，０～２歳でも，就

業率は76.7％と高く，失業者も加えると，労働

力率は９割近い。しかし，子どもが11歳までは

常勤の割合は５割以下である。他の３カ国と比

較すると，学生の割合が大きく，子どもができ

ても再び学んでいる学生がいることが特徴であ

る。「家事」と回答した者は，子どもが０～２

歳の場合しかいない。０～２歳でも，１割に満

たない。

以上のように，日本は，アメリカ，フランス，

スウェーデンと比較すると，末子が０～２歳時

の就業率が非常に低く，出産が就業継続の大き

なハードルになっていることが確認できた。ま

た，再就職する場合には，パートタイマーとし

て再就職することが多く，子育てと常勤の仕事

の両立の難しさを反映していると思われる。

５．各国の性別役割分業意識

　この調査では，性別役割分業意識に関する項

目として，「小学校入学前の子どもの育児にお

ける夫・妻の役割についてあなたの考えに近い

ものを１つだけ選んでください」（以下，「育児

役割」という），「夫は外で働き，妻は家庭を守

るべきである」という考え方について，あなた

はどのように考えますか。」（以下，「男は仕事，

女は家庭」という），「子どもが３歳くらいまで

の間は保育所等を利用せずに母親が家庭で子ど

もの世話をするべきだという意見に対して，あ

なたはどう思いますか」（以下，「三歳児神話」

という）の３項目がある。それぞれの項目につ

いて，国別に意見の分布をみてみる（注１）。

　図６は，「育児役割」に対する意見の分布で

ある。「妻も夫も同じように行う」と回答した

割合が高いのは，スウェーデンで，９割以上で

ある。次は，アメリカで，64.5％，フランスで

は，約５割である。それに対して，日本では，

「妻も夫も同じように行う」と回答した人の割

合（26.8％）よりも「主に妻が行うが，夫も手

伝う」と回答した人の割合（61.5％）のほうが

かなり大きく，育児を妻の役割とする考え方が

一般的な考えになっている。
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図２　日本　末子年齢層別仕事の状況　　図３　アメリカ　末子年齢層別仕事の状況

　　　

図４　フランス　末子年齢層別仕事の状況　　図５　スウェーデン末子年齢層別仕事の状況　

　　　　　 　　

図６　各国の「小学校入学前の子どもの育児における夫・妻の役割」に対する考え
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図７は，「男は仕事，女は家庭」に対する意

見の分布である。「反対」と「どちらかとい

えば反対」を合わせた割合が最も高いのはス

ウェーデンで，88.4％である。次は，フランス

で，74.8％，アメリカでは，52.7％である。育

児役割においては，アメリカよりもフランスの

ほうが性別役割分業意識が強い人の割合が高

かったが，性別役割分業意識の基本的質問であ

る「男は仕事，女は家庭」に対する考え方にお

いては，フランスよりもアメリカのほうが，性

別役割分業意識が強い人の割合が高い。日本

では，「賛成」と「どちらかといえば賛成」を

合わせた割合が60.3％と，賛成意見のほうが多

い。

図８は，「三歳児神話」に対する意見の分布

である。「反対」と「どちらかといえば反対」

を合わせた割合が最も高いのはスウェーデン

で，67.3％である。次に「反対」と「どちらか

といえば反対」を合わせた割合が高いのは，フ

ランスで，50.9％である。反対意見と賛成意見

が拮抗している。アメリカでは，賛成意見のほ

うが多く，64.5％である。日本では約７割が賛

成意見であり，三歳児神話が根強いことがわか

る。日本において賛成意見の割合が最も高い

が，アメリカ，フランス，スウェーデンにおい

ても，育児役割や「男は仕事，女は家庭」に対

する考え方よりも，賛成意見の割合が高くなっ

ている。

以上，３つの性別役割分業意識について見た

が，スウェーデンは最も性別役割分業意識が弱

く，日本は最も性別役割分業意識が強いこと，

母親の育児役割意識についてはアメリカよりフ

ランスのほうが強いが，いわゆる性別役割分業

意識と三歳児神話については，フランスよりア

図７　各国の「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきである」に対する考え

図８　各国の三歳児神話に対する考え
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メリカのほうが強いことが明らかになった。

６．分析モデルと変数

既婚女性は，（１）就業か無業かという就業

選択と（２）常勤，パートタイム等，無職（注２）

の３つの中からの就業形態選択を行うと仮定す

る。まず，就業か無業かという就業選択の推定

を行う。

　これまで，既婚女性の労働供給の決定要因の

分析では，学歴が高いといった人的資本が多

いほど就業が選択されるという人的資本仮説

や小さい子どもがいるほど就業が選択されない

といった仮説や配偶者の所得が高いほど就業が

選択されないといったダグラス＝有沢の法則の

検証が行われてきた。ここで行う分析において

も，以上３つの仮説にそった変数を入れたモデ

ルを作成し，プロビット分析を行った（モデル

１）。本人の年齢と年齢二乗は人的資本の変数

及び世代の影響をみるために入れている。年齢

二乗を入れたのは，線形的でない効果を拾うた

めである。本人の学歴は，人的資本の変数と

して入れた。高校等卒を基準として，短大・専

門学校等卒，大学等卒の３つのカテゴリーとし

た（注３）。配偶者の所得はデータになかったの

で，配偶者の学歴を配偶者の所得の代理変数と

して入れた。子どもの有無と末子年齢は，幼い

子どもがいることが就業を抑制するという仮説

を検証する変数として入れている。子どもがい

る場合を末子「０～２歳」，「３～５歳」，「６～

11歳」，「12歳以上」の４つのカテゴリーに分け，

子どもがいない場合を加え，５つのカテゴリー

に分けた。末子「３～５歳」を基準としている。

子どもの有無と末子年齢は，小さい子どもがい

ると就業確率を低くすると考えられる。

さらに性別役割分業意識が就業選択に影響を

与えているかをみるために，性別役割分業意識

を独立変数に入れたモデルを作成した（モデル

２）。育児役割意識，「男は仕事，女は家庭」，「三

歳児神話」に対する考え方の相関をみると，ど

の国でも，有意に相関していた。そこで，育児

役割意識については，「もっぱら妻が行う」を

１点，「主に妻が行うが，夫も手伝う」を２点，

「妻も夫も同じように行う」を３点，「主に夫が

行うが，妻も手伝う」を４点とし，「男は仕事，

女は家庭」と「三歳児神話」に対する考え方に

ついては，「賛成」を１点，「どちらかといえば

賛成」を２点，「どちらかといえば反対」を３

点「反対」を４点として，３つの変数を合計し，

その合計点を平準化して，性別役割分業意識の

点数とした。点数が高いと，性別役割分業意識

が弱いということである。性別役割分業意識が

弱いと，就業確率を高めると予想できる。

次に，常勤，パートタイム等，無職の３つの

中からの就業形態選択の推定を行ったのがモデ

ル３である。

推定に用いる変数の記述統計量は表１のよう

である。

７．推定結果

（１）就業か，無業か，の選択に与える要因分

析

　モデル１（表２）は，就業か，無業かを被説

明変数にして，年齢，年齢二乗，本人の学歴，

配偶者の学歴，子どもの有無と末子年齢を説明

変数に入れ，プロビット分析した結果である。

年齢については，アメリカのみ，年齢が高ま

ると就業確率は低くなり，その後さらに年齢が

高まると，就業確率は高くなっている。本人の

学歴については，フランスとスウェーデンで

は，本人が大学等卒であると，高校等卒に比べ

て，就業確率が高くなっており，人的資本仮説

を支持している。配偶者の学歴については，日

本では，配偶者が大学等卒であると，高校等卒

に比べて，就業確率が低くなっている。この調

査には配偶者の所得のデータがないので，変数

として入れていないため，配偶者の所得の影響

が出ていると考えられる。また，子どもの有無

と末子年齢については，日本では，末子３～５

歳に比べて，末子０～２歳の場合，就業確率が

低くなり，12歳以上の場合，就業確率が高く

なっている。アメリカとフランスでは，末子３

～５歳に比べて，子どもなしの場合，就業確率
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表１　基本統計量

，

，

，

，
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が高くなっているが，末子年齢による違いは統

計的に有意ではない。

次に，説明変数に，性別役割分業意識を入れ

て，就業か，無業かのプロビット分析を行った

（モデル２）。日本では，先行研究で得られた結

果と同様に，性別役割分業意識が弱いと，就業

確率が高くなるという結果になった。アメリカ

でも，１％水準で統計的に有意である。フラン

スでは，10％水準ではあるが，性別役割分業意

識は就業確率に影響しているという結果になっ

たが，スウェーデンでは，統計的に有意ではな

かった。

表２　就業か，無業か，の選択に与える要因分析

　+ p<0.1, * p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001
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モデル２では，性別役割分業意識の変数とし

て，育児役割意識，「男は仕事，女は家庭」に

対する考え方，三歳児神話に対する考え方の合

成変数を入れたが，それぞれダミー変数を作成

して，説明変数に，一つずつ入れてみた結果が

表３である。「育児役割意識」については，「もっ

ぱら妻が行う」と「主に妻が行うが，夫も手伝

う」を０，「妻も夫も同じように行う」と「主

に夫が行うが，妻も手伝う」を１とするダミー

変数を作成した。「男は仕事，女は家庭」と「三

歳児神話」に対する考え方については，「賛成」

と「どちらかといえば賛成」を０，「どちらか

といえば反対」と「反対」を１とするダミー変

数を作成した。それぞれ，ダミー変数が１の場

合に，就業確率を高くすると考えられる。

育児役割意識については，日本のみ，育児は

妻も夫も同じように行うと考えているほうが就

業確率が高い。「男は仕事，女は家庭」につい

ては，日本，アメリカ，スウェーデンにおいて，

反対であるほうが，就業確率が高い。三歳児神

話については，４カ国とも，反対であるほうが，

就業確率が高い。

（２）常勤か，パートタイマーか，無職か，の

選択に与える要因分析

　モデル３として，既婚女性は，「常勤」か

「パート等」か「無職」か，という３つの独立

した就業形態の選択に直面しているモデルを仮

定した。この３値の被説明変数において，無職

をベースに多項ロジットモデルで推定を行った

（表４）。

常勤選択についてみると，年齢については，

アメリカのみ，年齢が高まると常勤確率は低く

なり，その後さらに年齢が高まると，常勤確率

は高くなっている。本人の学歴については，ス

ウェーデンのみ，高校等卒に比べ大学等卒であ

ると，常勤確率を高める。配偶者の学歴につい

ては，日本のみ，高校等卒に比べ大学等卒であ

ると，常勤確率を低くしている。子どもの有

無と末子年齢については，末子が３～５歳に対

し，日本では，末子12歳以上の場合に常勤確率

を高める。アメリカにおいては，末子が３～５

歳に対し，末子が０～２歳の場合に，常勤確率

が低くなっている，フランスにおいては，子ど

もがいない場合に常勤確率を高めている。性別

役割分業意識の影響をみると，日本では，0.1％
水準で，アメリカとフランスでは，１％水準で，

スウェーデンでは10％水準で統計的に有意で

ある。

次に，パートタイマー選択についてみると，

　年齢については，常勤選択の場合と同様に，

アメリカのみ，年齢が高まるとパートタイマー

確率は低くなり，その後さらに年齢が高まる

と，パートタイマー確率は高くなっている。本

人の学歴については，フランス，スウェーデ

ンで，高校等卒に比べ大学等卒であると，パー

トタイマー確率を高める。配偶者の学歴につい

ては，スウェーデンのみ，高校等卒に比べ大学

等卒であると，パートタイマー確率を低くして

いる。子どもの有無と末子年齢については，日

本においては，末子が３～５歳の場合に比較し

て，０～２歳の場合にパートタイマー確率を低

くし，６～11歳，12歳以上でパートタイマー確

率を高くしている。日本では，性別役割分業意

識が強くても弱くても，子どもが小さい時には

パートタイマーで働く確率は低く，子どもが大

きくなるにつれてパートタイマーで働く確率が

高まることが示された。アメリカでは，末子が

３～５歳の場合に比較して，末子年齢の違いに

よるパートタイマー確率の違いはないが，子ど

表３　性別役割分業意識が就業選択に与える影響

，

+ p<0.1, * p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001
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もがいないほうがパートタイマー確率を高めて

いる。フランスとスウェーデンについては，子

どもの有無，末子年齢がパートタイマー確率に

影響を与えていない。スウェーデンでは，モデ

ル１，モデル２，モデル３の結果からは，子ど

もを持つことが女性の就業の妨げにはなってい

ないことが認められる。性別役割分業意識につ

いては，日本とアメリカで，性別役割分業意識

が弱いと，パートタイマー確率が高くなってい

る。フランスでは，性別役割分業意識が弱いと，

パートタイマー確率が高くなっているが，統計

的に有意になっていない。スウェーデンについ

ては，符号が逆になっており，統計的に有意で

はない。　　

４カ国とも，性別役割分業意識が弱いと，女

性の常勤確率が高くなっている。このことか

ら，既婚女性の労働供給を分析する際には，性

別役割分業意識を組み込んだ分析をする重要性

が示された。また，日本において常勤の割合を

高めていくためには，意識改革の政策が有効で

あることが示唆される。一方，日本とアメリカ

は性別役割分業意識がパートタイマー確率に影

表４　モデル３：常勤か，パートタイマーか，無職か，の選択に与える要因分析

　+ p<0.1, * p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001
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響を与えていたが，フランスとスウェーデンで

は，統計的に有意ではなかった。これは，日本

とアメリカのほうが，フランスとスウェーデン

よりも，パートタイマーであっても，就業には

困難が伴うため，パートタイマーで働くことに

よってお金が得られるのと引き換えに，家事・

育児が十分にできなくなるなど，失うものが大

きいと考えられているからだろう。

モデル３では，性別役割分業意識の変数とし

て，育児役割意識，「男は仕事，女は家庭」に

対する考え方，三歳時神話に対する考え方の合

成変数を入れたが，それぞれダミー変数を作成

して，説明変数に，一つずつ入れてみた結果が

表５である。ダミー変数の作成方法は，表３と

同様である。それぞれ，ダミー変数が１の場合

に，無職に対して，常勤の就業確率，パートタ

イマーの就業確率を高くすると考えられる。

常勤選択については，育児役割意識が弱いこ

とで，常勤確率を高くしているのは，日本だけ

である。フランスでは，約半数が育児役割意識

が強い（図６）が，育児役割意識が常勤確率に

影響を与えていない。日本では，既婚女性が就

業する，常勤で働くということにアメリカ，フ

ランス，スウェーデンよりも困難が伴うため

に，性別役割分業意識に反対する意識を強く

持っていないと，常勤で働くということは難し

いということだろう。

「男は仕事，女は家庭」に反対していること

が常勤確率を高くしているのは，フランス以外

である。スウェーデンでは，賛成派が11.6％と

少数派であるが，常勤確率に影響を与えてい

る。スウェーデンでは，日本とは逆に，女性も

働くことが当たり前になっているため，「男は

仕事，女は家庭」という性別役割分業意識を明

確にもっていないと，専業主婦にはなれないと

いうことだろう。

４カ国とも，三歳児神話に反対していること

が常勤確率を高めている。このことから，三歳

児神話に賛成している女性の割合を減らすこと

が常勤の割合を高めるのに有効であることが示

唆される。そのため，これまでの発達心理学で

得られた就業している母親と就業していない

母親に育てられた子どもの発達に違いはないと

いった知見を広く知らせていくことが重要だと

考えられる。

パートタイマー選択については，育児役割意

識は，どの国においても，影響を与えていない。

「男は仕事，女は家庭」に反対していることが

パートタイマー確率を高くしているのは，日本

とアメリカである。三歳児神話に反対している

ことがパートタイマー確率を高くしているのは

日本だけである。モデル３の分析からも述べた

ように，日本ではパートタイマー労働であって

も，家事・育児との両立は難しいと考えられて

いるからだろう。

８．おわりに

以上の推計結果により，日本，アメリカ，フ

ランス，スウェーデンにおける既婚女性の労働

供給の要因について，似通っている点と異なる

点があることが明らかとなった。日本とアメリ

カ，フランス，スウェーデンが似通っている点

は，性別役割分業意識が弱いことが常勤確率を

高めていることである。性別役割分業意識の中

表５　性別役割分業意識が就業形態選択に与える影響

，

，

，

　+ p<0.1, * p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001
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でも三歳児神話についての意見が４カ国とも，

常勤確率に影響を与えていることがわかった。

つまり，三歳児神話に反対している割合が高く

なれば，常勤確率が高まるということである。

三歳児神話に関する研究結果を広く知らせてい

くことが重要だと考えられる。

日本がフランス，スウェーデンと異なって

いる点は，性別役割分業意識が弱くても，小

さい子どもがいることが就業選択および常勤

選択，パートタイマー選択の確率を低くして

いることである。フランス，スウェーデンで

は，性別役割分業意識が弱ければ，末子の年齢

にかかわりなく，就業することができるように

なっていると言うことができるだろう。日本で

は，出産後も就業継続している女性だけでみ

ると，85.6％の女性が育児休業を取得している

（「平成21年度雇用均等基本調査」厚生労働省）

が，本データでみると，子どものいる既婚女性

全体の9.6％しか育児休業制度を利用していな

い。スウェーデンでは，育児休業が取得しやす

く，本データでみると，子どものいる既婚女

性の98.5％が育児休業制度を利用している。フ

ランスでは47.4％である。また，短時間勤務制

度もスウェーデンでは約５割の人が利用してい

る。フランスでは，常勤の労働時間がもともと

短い（注４）。日本では，育児休業制度や短時間勤

務制度などの制度を整え取得しやすくしても女

性の性別役割分業意識が強いために女性自身が

就業継続を望まず就業継続する女性が増えない

のではないかという意見があるが，性別役割分

業意識が弱くても，小さい子どもがいることが

就業選択，常勤選択，パートタイマー選択の確

率を低くしていることがデータ分析で明らかに

なったため，日本においても，育児休業制度や

短時間勤務制度を取得しやすくすることが，小

さい子どもがいることが就業の妨げにならない

ようにするために効果のある施策であると言え

るだろう。また，日本では，常勤においては，

育児休業制度や短時間勤務制度が整いつつある

が，就業者に占める割合が高まっている非正社

員への適用がほとんどないため，就業継続が難

しくなっているのだろう。アメリカにおいて

も，末子が３～５歳に対し，末子が０～２歳の

場合に，常勤確率が低くなっているが，アメリ

カでは，母親が働いている間，未就学の子ども

を父親や祖父母が保育している割合が高く，良

質な保育サービスを安い費用で受けることが難

しい（白波瀬2007）からだろう。

日本がアメリカ，フランス，スウェーデンと

異なっている点は，育児を妻の役割とだけ考え

ずに，妻も夫も同じように行うと考えているこ

とが常勤確率を高めていることである。このこ

とが意味するところは，日本では，既婚女性が

就業する，常勤で働くということにアメリカ，

フランス，スウェーデンよりも困難が伴うた

めに，性別役割分業意識に反対する意識を強く

持っていないと，常勤で働くということは難し

いということである。つまり，日本においては，

長時間労働など常勤で働くことの困難を解消す

ることはもちろん必要であるが，そういった仕

事慣行を急になくすことは期待できないとした

ら，女性自身がキャリア意識を強く持ち，困難

を乗り越えていくために，交渉していけるよう

な力をつけていくことが必要であろう。そのた

めに，中学校・高校・大学におけるキャリア教

育が期待される。

　最後に，本研究の限界と今後の課題について

述べる。本研究においては，性別役割分業意識

が就業選択および就業形態選択の要因であると

仮定して分析しているが，就業行動の結果，性

別役割分業意識が変化するということもあり得

る。例えば，学校卒業後は「男は仕事，女は家

庭」に賛成した考え方であっても，結婚後生活

のために仕事をしているうちに，「男は仕事，

女は家庭」に反対した考え方になることもあり

得る。そのため，今後，学校卒業時や結婚する

前の意識のデータを用いて分析することが必要

である。また，妻の就業選択や就業形態選択は，

妻だけの性別役割分業意識だけでなく，夫の性

別役割分業意識や夫との交渉が関連していると

思われるので，それらを説明変数に含めた分析

を行う必要がある。また，夫の年収のデータが
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なかったため，夫の年収の影響や夫の年収をコ

ントロールした場合の性別役割分業意識の影響

をみることができなかった。

しかし，本研究では，日本では，性別役割分

業意識が弱くても，小さい子どもがいることが

就業選択，常勤選択，パートタイマー選択の確

率を低くしていることを明らかにしたため，育

児休業制度や短時間勤務制度を取得しやすくす

ることが，小さい子どもがいることが就業の妨

げにならないようにするために効果のある施策

であるということ，育児を妻の役割とだけ考え

ずに，妻も夫も同じように行うと考えているこ

とが常勤確率を高めていることを明らかにした

ため，育児を妻も夫も同じように行うという意

識への変革の必要性が高いということを明らか

にすることができた。

今後さらに，各国の保育制度やその費用負

担，育児休業制度の内実や常勤・パートタイ

マーの労働条件の格差などの違いにも注目し，

日本において，結婚・出産後も就業継続できる

条件を探っていきたい。

（本稿は，お茶の水女子大学文部科学省委託

事業「ジェンダー・格差センシティブは働き方

と生活の調和」研究プロジェクト（代表　永瀬

伸子，2008～2012）の研究成果の一部である。

また，プロジェクトの研究会では，永瀬伸子教

授はじめメンバーの方々より貴重なコメントを

いただいた。残された過誤は筆者に帰するもの

である。）

注

１　推計に用いたデータ（日本，アメリカ，フランス，

スウェーデンの有配偶（同棲を含む）の女性で，夫

が自営業の専門職・自由業，常勤の被雇用者である

サンプル）を用いて，筆者が集計した。

２　調査票の選択肢は，１農林漁業，　２自営業（商

工サービス業等（家族従業者を含む），３自営業の専

門職・自由業（医師，弁護士，会計士，俳優，プロ

スポーツ選手等），４常勤の被雇用者，５パートタイ

マー等の常勤でない被雇用者，６その他の仕事，７

失業中　８学生　９仕事はしていない　10仕事はし

ていない（７～９を除く）である。４を「常勤」，１

～３，５と６を「パートタイマー等」，７～10を「無職」

とした。

３　日本は，中学校卒，高等学校卒を高校等卒，専門

学校卒，短期大学卒を短大・専門学校等卒，大学卒，

大学院卒を大学等卒とした。アメリカは，中学校卒，

高校／職業訓練校卒を高校等卒，短期大学を短大・

専門学校等卒，四年制大学，大学院／高等専門学校

を大学等卒とした。フランスは，学歴なし，小学校

卒業，中学校卒業，一般高校卒程度，技術教育／職

業教育を高校等卒，職業適性証書，職業教育卒業証

書を短大・専門学校等卒，大学教育課程，修士課程

／博士課程を大学等卒とした。スウェーデンは，中

学，高等義務教育，高校を高校等卒，大学を短大・

専門学校等卒，大学院／高等専門学校を大学等卒と

した。

４　本稿の分析対象女性の常勤の週間労働時間の平均

は，日本43.3時間，アメリカ40.9時間，フランス37.0

時間，スウェーデン40.8時間である。
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Influence of Gender Ideology on Married Women's Labor supply：

A Comparative Analysis of Four Countries

Mana Yamaya

I examine how gender ideology is associated with the levels of women's participation in 

work in Japan, the United States, France and Sweden. The 2005 international comparative 

survey on fertility decline by the Cabinet Office, Government of Japan was utilized. After 

controlling for age, wife's education, husband's education and age of the youngest child, 

wife's gender role ideology is found to be related to the negative attitudes toward labor 

force participation in the four countries. After controlling for the above variables along 

with wife's gender role ideology, the age of the young child is found to be related to lower 

levels of women's participation of work only in Japan and the United States. Implications 

of these findings are discussed in light of attention to developing ways to encourage 

Japanese female to balance their careers and child-rearing.




